
水道事業会計〔上下水道事務所 上下水道課 所管〕

１．概　要

２．収益的収入及び支出

（単位：千円、％）

営業収益

営業外収益

特別利益

（単位：千円、％）

営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

３．資本的収入及び支出

（単位：千円、％）

他会計負担金

他会計補助金

（単位：千円、％）

建設改良費

企業債償還金

　市の水道事業は、昭和46年に旧守谷地区の一部を給水区域として簡易水道事業が発足した。昭和53

年には上水道事業に移行し、順次給水区域を拡大して、昭和63年3月には配水管網の整備を完了した。

その後も安定給水のため配水施設を整備し、現在に至っている。

　令和6年度も、引き続き県企業局が行う県南西広域水道用水供給事業(利根川浄水場)からの浄水受水

により安定した給水に努める。水道施設の運転･維持管理については、令和5年度に改定した「水道事

業ビジョン・経営戦略」に基づき、民間企業による効果的な包括管理や計画的な老朽管の布設替工事

及び浄水施設の撤去工事を実施する。さらに、水道管路管理システム及び水道設備管理システムを活

用した効率的な資産管理に努める。

　また、引き続き県企業局による水道加入促進事業及び水政課による水道普及促進支援事業に参加

し、新規加入者の分担金を一部減免するなど、水道利用者へのサービスの向上を促進する。

（収入）

款 項 6年度 構成比 5年度 構成比 増減額 増減率

△ 0.6

225,565 13.9 281,555 16.7 △ 55,990 △ 19.9

水道事業収益 1,392,562 86.1 1,401,654 83.3 △ 9,092

5 0.0 5 0.0 0 0.0

収入合計 1,618,132 100.0 1,683,214 100.0 △ 65,082 △ 3.9

水道事業費用 1,422,098 91.4 1,390,064 89.5 32,034 2.3

（支出）

款 項 6年度 構成比 5年度

49,890 3.2 55,536 3.6 △ 5,646 △ 10.2

構成比 増減額 増減率

3,000 0.2 3,000 0.2 0 0.0

80,344 5.2 103,867 6.7 △ 23,523 △ 22.6

0.2

（収入）

款 項 6年度 構成比 5年度 構成比 増減額 増減率

支出合計 1,555,332 100.0 1,552,467 100.0 2,865

67.7

336 0.9 360 1.7 △ 24 △ 6.7

資本的収入 35,266 99.1 21,029 98.3 14,237

66.5

（支出）

款 項 6年度 構成比 5年度 構成比 増減額 増減率

収入合計 35,602 100.0 21,389 100.0 14,213

△ 42.2

5,236 0.9 5,891 0.6 △ 655 △ 11.1

資本的支出 607,000 99.1 1,050,965 99.4 △ 443,965

△ 42.1支出合計 612,236 100.0 1,056,856 100.0 △ 444,620
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≪収益的収入≫

①　営業収益

○給水収益 予算書Ｐ．370

＊ 積算根拠

≒ 千円

＝ 千円

≒ 千円

※積算結果は、供給単価の一銭未満を切り捨てているため差異が生じる。

○受託事業収益 予算書Ｐ．370 （単位：千円、％）

＊ 積算根拠

　料金用封筒印刷代 千円

　上下水道料金納付書郵送料 千円

　上下水道料金徴収業務委託料 千円

　コンビニ収納委託料 千円

　口座振替手数料 千円

　窓口収納手数料 千円

合　　　計 千円

②　営業外収益

○分担金収入 予算書Ｐ．370

＊ 積算根拠

　新規加入者(口径20mm)　 か所 × 円 ＝ 千円

　県水道普及促進支援事業減免額 か所 × 円 ＝ 千円

　県水道加入促進事業減免額 か所 × 円 ＝ 千円

△ 4.9

総有収水量（Ａ） ㎥ 6,632,900 6,698,100 △ 65,200 △ 1.0

1,325,284 千円

区　　分 単位 6年度 5年度 増　減 増減率（％）

予算額（Ｂ） 千円 1,325,284 1,335,567 △ 10,283 △ 0.8

△ 0.9

随時分 ㎥ 12,000 15,000 △ 3,000 △ 20.0内訳

定例分 ㎥ 6,617,000 6,679,000 △ 62,000

仮設分 ㎥ 3,900 4,100 △ 200

△ 0.7

随時分 千円 3,264 3,975 △ 711 △ 17.9内訳

定例分 千円 1,320,847 1,330,358 △ 9,511

仮設分 千円 1,173 1,234

定例分 6,617,000 ㎥ × 199.61 円（供給単価） 1,320,847

△ 61 △ 4.9

供給単価（Ｂ/Ａ） 円 199.80 199.39 0.41 0.2

仮設分 3,900 ㎥ × 300.76 円（供給単価） 1,173

随時分 12,000 ㎥ × 272.00 円（供給単価） 3,264

増減率

下水道使用料徴収事務受託収入
（事務経費の1/2負担）

46,313 43,370 2,943 6.8

46,313 千円

区　　分 6年度 5年度 増減額

220,000 円×1/2＝ 110

上下水道料金徴収事務経費 92,626 86,740 5,886 6.8

参考：水道事業会計負担分
（事務経費の1/2負担）

46,313 43,370 2,943 6.8

3,288,000 円×1/2＝ 1,644

3,002,000 円×1/2＝ 1,501

6,274,000 円×1/2＝ 3,137

79,728,000 円×1/2＝ 39,865

区　　　分 単位 6年度 5年度 増　減 増減率（％）

112,000 円×1/2＝ 56

46,313

48,059 千円

（うちマンション） 箇所 100 65 35 53.8

新規加入者 箇所 260 389 △ 129 △ 33.2

260 220,000 57,200

250 △ 29,700 △ 7,425

予　算　額 千円 48,059 72,231 △ 24,172 △ 33.5

260 △ 6,600 △ 1,716
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○県補助金 予算書Ｐ．370

＊ 積算根拠

　新規加入者(住宅のみ。共用水栓除く） か所 × 円 ＝ 千円

≪収益的支出≫

①　営業費用

○原水及び浄水費　　 予算書Ｐ．371

［その他： 千円］

＊その他積算根拠

［補助金：水道普及促進支援事業補助金 千円］

　【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

　利根川浄水場からの浄水受水により、水道水を安定的に確保する。

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

（１）受水費 基本料金 千円 (契約水量21,800㎥-900㎥)×1,290円/㎥×12月×1.10

使用料金 千円

((使用水量19,300㎥/日×45円/㎥×365日)－県水道加入促進事業減免額5,989,600円)×1.10

○配水及び給水費　 予算書Ｐ．371

［その他： 千円］

＊その他積算根拠

［負担金：消火栓維持管理負担金 千円］

［負担金：事業運営経費負担金　 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

（１）委託料　 配水場包括管理委託料 千円

水質検査委託料 千円

水道管路管理システム委託料 千円

水道管路施設点検委託料 千円

配水ポンプ室耐震診断委託料 千円

（２）修繕費 包括管理修繕費 千円

量水器費 千円

量水器取替費 千円

その他修繕費 千円

（３）その他 材料費ほか 千円

7,425 千円

区　　　分 単位 6年度 5年度 増　減

予　算　額 千円 7,425 10,781 △ 3,356 △ 31.1

増減率（％）

新規加入者 箇所 250 363 △ 113 △ 31.1

250 29,700 7,425

698,000 千円

7,425 千円 水道事業収益： 690,575

16,362 千円 水道事業収益： 173,215

3,846

12,516

7,425

　水源の全量を県企業局の利根川浄水場から、年間契約水量に基づき受水する。

355,885

342,115

189,577 千円

24,288

29,231

20,833

13,144

8,611

　配水施設等を適正に管理して、水道水を安定的に供給する。また、定期的な水質検査を行い、水道

水の安全性を確保する。

71,440

3,429

8,668

6,391

3,542

　配水池・配水ポンプなどの配水施設の運転管理、維持管理を包括管理委託により効率的かつ効果的

に行う。また、効率的な維持管理のために電子化した水道管路管理システムを業務委託により適正に

管理し、水道法に基づき配水の定期的な水質検査及び管路施設の点検を業務委託により行う。
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配水池 配水ポンプ

○受託事業費　 予算書Ｐ．372

［その他： 千円］

＊その他積算根拠

［受託事業収益：下水道使用料徴収事務受託収入　 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

　適正な経理を行うため、下水道使用料徴収事務に係る経費負担を明確に区別する。

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

（１）委託料　 下水道使用料徴収事務受託委託料 千円

○総係費　　 予算書Ｐ．373

［その他： 千円］

＊その他積算根拠

［負担金：事業運営経費負担金　 千円］

［補助金：児童手当給付補助金 　 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

　事業経営に必要な委託料、電気料及び人件費等の経費を計上する。

（１）委託料　 上下水道料金徴収委託料 千円

コンビニ等収納委託料 千円

その他委託料 千円

（２）動力費 配水場電気料 千円

（３）その他 職員給与費ほか 千円

○資産減耗費 予算書Ｐ．376

［水道事業収益

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

（１）固定資産除却費 水道管撤去工事費 千円

構築物除却費 千円

機械及び装置除却費 千円

その他除却費 千円

（２）たな卸資産減耗費 たな卸資産減耗費 千円

46,313 千円

1,756 千円　 水道事業収益： 147,001

1,736

20

46,313

46,313

　上下水道料金徴収委託料の経費のうち、公共下水道事業会計及び農業集落排水事業会計が負担する

額を計上する。

46,313

148,757 千円

2,500

30,577

74,172

18,540 千円

　適正な経理を行うため、料金徴収事務を業務委託で実施する。また、安定した事業の継続と効率的

な運営を図るため、水道設備管理システムの更新等を業務委託により実施する。

39,864

1,644

14,424

627

19

500

18,540 千円]

　適正な資産管理を行うため、水道施設の改築更新に伴い撤去等をする資産を固定資産から除却す

る。

　安定した給水を継続するため、配水管の撤去工事等を計画的に行う。

2,970
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②　営業外費用

○支払利息　　 予算書Ｐ．376

［水道事業収益： 千円］

（単位：千円）

③　特別損失

○過年度損益修正損　 予算書Ｐ．377

［水道事業収益： 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

　水道料金等の債権を適正に管理する。

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

　・過年度調定還付修正額 水道料金 千円

分 担 金 千円

　・貸倒損失 千円

○その他特別損失 予算書Ｐ．377

［水道事業収益： 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

　・固定資産除却費 浄水施設撤去工事費 千円

構築物除却費 千円

機械及び装置除却費 千円

≪資本的収入≫

①　他会計負担金

○他会計負担金　　 予算書Ｐ．378

＊ 積算根拠

［消火栓設置負担金］　

・消火栓設置工事分 千円

・消火栓更新工事負担金　　　　 千円

・消火栓工事用資材費負担金 千円

・配水管整備負担金 千円

1,628

365 千円

上水道事業債 833 5,236 365 5,601 468

365

区分
5年度末

残高見込額
(利息) (Ａ)

6年度償還額 6年度末
残高見込額

(利息) (Ａ－Ｂ)元　金 利息 (Ｂ) 計

79,149 千円

79,149

　適正な資産管理を行うため、令和6年度に限り発生する浄水施設（薬品沈殿池）の撤去に伴い、資産

を固定資産から除却する。

　令和元年10月から全量を県南西広域水道用水供給事業（利根川浄水場）からの受水に転換したこと

により、引き続き、浄水施設等の撤去工事を計画的に行う。

55,110

1,194 千円

1,194

550

643

1

　漏水減免等の事実の発生に基づき、決算された収入額を減額修正し、収納状況に応じて還付する。

増減額 増減率（％）

一般会計負担金 千円 35,266 21,029 14,237 67.7

8,896

15,143

35,266 千円

区　　分 単位 6年度 5年度

26,048

1,749

5,841
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≪資本的支出≫

①　建設改良費

○上水道建設費　 予算書Ｐ．378

［その他： 千円　 千円］

＊その他積算根拠

［負担金：消火栓設置負担金 千円］

［補助金：児童手当給付補助金　 千円］

  【目的及び期待する効果（誰（何）をどうしたいのか）】

  【内容（何の業務活動をどのような手法で行うか）】

（１）委託料　 配水管工事設計委託料 千円

（２）工事請負費　 消火栓設置工事費 千円

消火栓更新工事費 千円

配水管布設工事費 千円

配水管布設替工事費 千円

包括管理更新工事費 千円

空気弁更新工事費 千円

（３）その他 職員給与費ほか 千円

②　企業債償還金

○企業債償還金（元金）　 予算書Ｐ．379

［積立金： 千円］

（単位：千円）

企業債の借入利率別現在高の状況（6年度末見込・元金）

568,169

35,266

336

　水道利用者に対して安全・安心な水道水を継続的に供給するため、水道施設の建設又は改良を行

う。

　配水施設の耐震化及び老朽管等の更新工事を実施する。

5,841

603,771 千円

35,602 過年度分損益勘定留保資金等：

20,830

配水管布設替工事

5,236 千円

1,628

115,258

367,638

32,340

34,188

26,048

5,236

区　分
5年度末

残高見込額
(元金) (Ａ)

6年度償還額 6年度中
借入予定額

(Ｃ)

6年度末残高
見込額（元金）
(Ａ－Ｂ＋Ｃ)元金 (Ｂ) 利　息 計

11,841

区　分 2.0％以下 2.5％以下 3.0％以下 3.5％以下 3.5％超 計

上水道事業債 17,077 5,236 365 5,601 0

11,841

件数（件） 4 7 2 1 0 14

残高（千円） 3,856 5,106 1,738 1,141 0
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４．その他

（1）重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　ア　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・先入先出法に基づく原価法

　　イ　固定資産の減価償却方法

　　 (ｱ) 有形固定資産

　　　　・定額法 （ただし、取替資産については、取替法による。）

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　 24年～50年

　　　　　構築物　　　　　 10年～60年

　　　　　機械及び装置　　　8年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　5年～ 6年

　　　　　工具器具及び備品　3年～15年

　 　(ｲ) 無形固定資産（※直接償却）

　　　　・定額法

　　　　　施設利用権　　　 15年

　　ウ　引当金の計上の方法

　　 (ｱ) 賞与引当金

　　 (ｲ) 貸倒引当金

　　 　　

　　エ　消費税及び地方消費税の会計処理

（2）セグメント情報に関する注記

　　ア　報告セグメントの概要

　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支

給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を計上し

ている。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式で行っている。なお、控除対象外消費

税等については、当事業年度の費用として処理している。

　守谷市水道事業会計では、水道事業の単一セグメントのため、記載を省略している。
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